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Ϩ . はじめに
1.　従来の研究と本研究の目的
ソフトウェア産業は20世紀末に興った新し
い産業である。日本では、ソフトウェア産業と
企業の立地に関する研究はこれまで数多くなさ
れている。その中には、加藤（1993）、矢部
（2005）、垣見（2001）などがある。
加藤（1993）は全国におけるソフトウェア業
の事業所立地と分業関係について、東京と仙台
を例にして検討した。その結果、仙台は東京か
らの仕事の受注で成り立っており、日本のソフ
トウェア産業は東京に一極集中し，それに対し
て地方都市が従属的な立場にある関係を明らか
にした。矢部（2005）は1990年後半から、東京
大都市圏に集積するソフトウェア企業につい
て、計量的な手法を用いて、その立地要因を分
析した。その結果、グローバル化の進展を背景
とした多国籍企業が増加したからこそ、東京へ
の集積が生じたことと指摘した。垣見（2001）
はターミナル駅周辺におけるソフトウェア企業
の分布状況とその集積が形成された要因を分析
した。そこでは全国で最もソフトウェア企業が
集積している秋葉原と新宿地域を例にして、ソ
フトウェア企業は駅近辺を除く形で広域的な集
積をしていることが明らかになった。また、集
積の形成要因として、①交通機関の利便性、②
オフィス賃料の妥当性、③人員確保の容易性、
④営業先企業への利便性などを指摘した。
ところで、こうした研究成果をふまえつつ
も、今後のソフトウェア産業に関する研究にお
いては、外国企業の中、存在感が強くなってき
た中国系ソフトウェア企業への研究が不可欠で
ある。近年、日本のソフトウェア産業は、国内
と国外の激しい市場競争に直面し、コストを削
減が重要となっている。しかしながら、各企業
のリストラや経費削減だけでは、十分な効果は
得られない。そこで、日本のソフトウェア企業
はアメリカで成功したオフショア開発（海外に
委託したシステム開発等を指す）への道を模索
し始めた。オフショア先の中でも、地理的近
い、同じ漢字を使う、日本語を話せる人が多
い、食生活がほとんど同じ、といった特徴を持
つ中国は最も関心が高い（何、2005）。しか
し、オフショア開発は始まった当初、日中間の
文化、ビジネス習慣の差異を原因に失敗例が相
次ぎ、オフショア開発は難航した。こうした状
況の中では日本にある中国系ソフトウェア企業
の役割は欠かせないものである。
その点で小林（2005）は、日本と中国の国際
分業における中国人企業家に注目して、両国で
の経営を行う上での資源となる資金や顧客の獲
得過程を明らかにした注目すべき研究である。
しかしながら、小林（2005）は東京圏内で分析
を行っていて、より詳細な空間スケールでの立
地分析は行っていないため、中国系企業の実際
の立地要因と同業者間の関係などを把握するに
は至っていない。また、小林の調査は2002年に
行ったものであるため、10年近くが経ってお
り、中国国内の急速な発展が、日本にある中国
系ソフトウェア企業にまで影響を及ぼし、何ら
かの変化があったと考えられることから、中国
系ソフトウェア企業の現状について再検討する
必要がある。
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そこで、本稿では、日本最大のソフト系 IT産
業の集積地（国土交通省、2001）である秋葉原
を対象として、GISを用いたデータの分析によ
り、秋葉原駅500m圏を対象としてソフトウェ
ア企業、特に中国系ソフトウェア企業の立地の
特徴と立地要因を分析するとともに、オフショ
ア事業において、中国系ソフトウェア企業が日
中間において果たす役割の現状を明らかにする
ことを目的とする。
2 .　定義と研究方法
秋葉原は、東京の秋葉原駅周辺、主として東
京都千代田区外神田・神田佐久間町・神田花岡
町および台東区秋葉原周辺を指す地域名であ
る。ただし、本論文の研究対象とする秋葉原は
JR秋葉原駅（東京都千代田区外神田一丁目17
番）から半径500mの範囲とする。その範囲に
は文京区と台東区も一部含まれるが、その面積
はごくわずかなこともあり、対象は千代田区内
に立地するソフトウェア企業とし、その動向を
中心にみていくことで研究を進めていく（図 1）。
図 1　秋葉原駅から500mの範囲
43―　　―
本稿では秋葉原のソフトウェア会社の立地の
特徴を把握するため、2010年 8月 2日時点での
NTT iタウンページのデータを使用して、ソフ
トウェア業者を把握している。JR秋葉原駅か
ら500mの範囲にあってNTT iタウンページに
登録し、千代田区に属するソフトウェア企業は
196件であった。それらについて、各会社の資
本金、設立年、事業内容などの会社概況に関す
るリストを作成した。リストには、会社の沿革
を掲載する欄を設け、その記載内容を中国系企
業を検出する際の主たる判断基準として用い
た。その結果、196社のソフトウェア企業の中
から中国系企業10社を検出することができ、
それらを本稿では主な研究対象としている。
中国系企業についての研究やデータは少ない
ため、会社訪問・聞き取り調査を行うこととし
た。ただし、調査依頼に応じてくれる企業はな
かったため、友人を介して、秋葉原にある中国
系ソフトウェア企業で働く中国人従業者 4名の
紹介を受け、それらの人々から企業（4社）の
情報や業務内容について聞き取りを行った。
ϩ . 日本におけるソフトウェア産業の概況
1．日本におけるソフトウェア産業の成長
日本ソフトウェア産業の動きは図 2に示した
ように、1970、80年代には、事業所数と従業員
数が急激に上昇した。このような状態はバブル
経済の崩壊する1990年代の初めまで続き、バ
ブル崩壊によって一時、事業所数、従業員数と
も減少する。しかしながら、その後、徐々に回
復し、1996年以降、事業所数は10年連続で増
加を続ける。ただし、2001年までの高い増加率
は 5年で一段落した。その後は緩やかな増加と
なり、2006年に過去最高を記録している。一
方、その従業員数も一時的減少し、1996年には
630,483人にまで下がったが、その後、急速に
回復した。
日本では米国より11年遅れて最初の独立ソ
フトウェア会社が誕生した。1970年から80年
代にかけて、ソフトウェア開発の需要が急増し
た。メインフレーム全盛時代の日本のソフト
ウェア開発力は、かなり高い水準にあった。そ
うした状況からソフトウェア業は拡大、成長を
遂げた（http://itpro.nikkeibp.co.jp/article/COL-
UMN/20070306/264055）。
バブル崩壊後の1992年、日本のソフトウェ
ア産業は危機をむかえる。しかしながら、1990
年後半には世界的な ITバブルによって、ソフ
トウェア産業は新たな発展を遂げた。それもつ
かの間、2000年春頃には、アメリカ市場を中心
にインターネット関連企業の実需投資や株式投
資に過大な期待を寄せた投資家の過剰投資に
よってもたれされたバブルがはじけ、多くの IT
関連ベンチャーに追い込まれた（http://www.
glocom.ac.jp/j/chijo/text/2007/11/kaoru_sunada.
html）。
日本では、ITバブル崩壊の影響は大きくはな
かったが、不況下における減少が見られた。そ
れも、2000年代中頃から IT投資に回復の兆し
が出てきたことによって、ITバブル時のような
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図 2　情報サービス業の事業所数・従業員数推移
事業所・企業統計調査各年版により筆者作成
注) 1996年からはソフトウェア業と情報処理・提供サービス
業の合計
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成長ではないものの、ゆっくりとした回復がみ
られるようになってきている。
2．日本におけるソフトウェア産業の特徴
ここまでみてきたように、ソフトウェア産業
はソフトウェアを供給しており、コンピュータ
のダウンサイジングやインターネットの普及な
どを追い風にして、近年目覚ましい発展を遂げ
ている産業である。
ソフトウェア産業は大規模な設備投資を必要
としない、非常に労働集約的産業であるといっ
た特徴を持つ。ソフトウェアはユーザーのニー
ズが的確に商品に反映されるものであり、顧客
の取り込みによる過当競争、寡占化に陥りやす
いなどの特徴もある。このため、ここ数年、日
本のソフトウェア業界では上位 5社（富士通、
日本 IBM、日立製作所、NEC、NTTデータ）が
中央官庁、銀行勘定系システム、通信関連シス
テム関連の100億～1,000億円超規模の大型案
件を独占し（佐藤、2008）、そこからプロジェ
クトが細かく分解され、多数の中小企業に下請
けされている。いわゆる、階層的な構造が形成
されているのである。
近年では、コストの削減、人手不足などの原
因で、分解されたプロジェクトの一部が、日本
国内だけでなく、労働者の数が多く、人件費が
安い中国やインドなどにグローバルに展開をし
ている。これがまさにオフショア開発である。
Ϫ . 秋葉原におけるソフトウェア業
1．秋葉原とは
1）秋葉原の地理的優位性
秋葉原とは西は昌平橋通りから東は昭和通
り、北が蔵前通りから南万世橋付近までの範囲
を一般に指している（http://ja.wikipedia.org/
wiki/％E7％A7％8B％E8％91％89％E5％8E％
9F）。秋葉原駅を南北に走る山手線・京浜東北
線は都心を結ぶとともに、埼玉県、神奈川県と
連結する重要な交通機関であり、それに東京
都・千葉県を結ぶ総武線が直交するのが秋葉原
駅であり、東京の南北軸と東西軸の交点にある
といえる。東京駅まで 3分、羽田空港まで35
分、成田空港まで 1時間20分のアクセスであ
る。2009年度の『東京都統計年鑑』によると秋
葉原の三つの駅、すなわち、JR秋葉原駅と地下
鉄日比谷線の秋葉原駅、それに、つくばエクス
プレスの秋葉原ターミナル駅で一日平均利用者
数は402,692人である。一年間に 1億 4千万人
を超える利用者があることになる。
2）秋葉原の歴史発展
秋葉原の発展は関東大震災後のラジオ放送に
遡る。江戸時代から馬蹄屋、骨董品屋、麻布屋
などが多かった秋葉原近くには、ラジオ部品を
販売している店が続々開かれた。その中でも、
「山際電気商会」と「廣瀬無線」は現在にまで
続いている。その後の大きな変化としては、第
二次世界大戦後になって、占領軍の命令で秋葉
原駅のガード下に電気商が集められたことがあ
る。こうして、現在のような、中央通りと JR秋
葉原駅電気街口周辺の電気店から構成される
「秋葉原」の原型が出来上がっていった
（http://www.akiba.or.jp/archives/index03.html）。
1990年代には、パソコンの普及につれ、パソ
コン関連店が増加していった。1990年代後半に
は、アニメ、ゲーム向けのソフトウェアを扱う
店が続々開業してくる。世界を驚かせた日本の
技術的イノベーションおよび「オタク文化」は
ここから発信されることとなる。
さらに2000年代には秋葉原はさらに大きな
変化を遂げる。2001年に東京都による「秋葉原
地区まちづくりガイドライン」が作られ、「電
気街の魅力や高い知名度に支えられた集客力を
活用し、IT関連産業の世界拠点を形成してい
く」という方向を示した。中核施設として、
2004年「TOKYO TIMES TOWER」の竣工を皮
切りに、2005年、つくばエクスプレスが開通
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し、2006年「秋葉原UDXビル」が完成した。
家電の街、オタクの街として世界にはその名を
知られ、さまざまな領域の人材を集め、情報の
交流する場となっている。
2 .　秋葉原におけるソフトウェア企業の立地
1）秋葉原におけるソフトウェア企業の特徴
表 1は、 iタウンページをもとに秋葉原駅か
ら500mの範囲に立地するソフトウェア企業を
地区別、資本金別、設立年別に分類して示した
ものである。まず、事業所の立地は外神田、岩
本町、須田町で63％を占める。また、資本金 1
億円以下の中小規模の企業が約69％と大半を
占め、企業規模は全体的に小さいといえる。さ
らに、事業所設立年次を見てみると2000年以
降が最も多く、30％を占めている。この10年に
おける、秋葉原の大きな変化に魅力を感じ、事
務所を設立したベンチャー企業が多いのではな
いかと考えられる。
さらに詳しくみてみると、秋葉原にあるソフ
トウェア企業が最も多く集積しているのは神田
須田町 2丁目（25社）と岩本町 3丁目（25社）
である。次いで神田須田町 1丁目（21社）であ
り、さらに神田和泉町（20社）、外神田 3丁目
（18社）、岩本町 2丁目（15社）、佐久間町 3丁
目（13社）外神田 2丁目（12社）、佐久間町 2丁
目（10社）と続く。秋葉原の中心地である外神
田 1丁目、佐久間町 1丁目に立地するソフト
ウェア企業数はわずか 5社である。また、神田
花岡町に立地する企業は見当たらない。
ここから、秋葉原にあるソフトウェア企業の
立地傾向は秋葉原駅近辺を避けて比較的広域的
な集積をしているといえる。
2）秋葉原におけるソフトウェア企業の立地
秋葉原駅から500m圏のソフトウェア企業の
立地を把握するため、GISを用いてNTT iタウ
ンページの各事業所所在地のデータを図示する
（図 3）。いずれも秋葉原駅から100m以上を離
れたところに立地していることが特徴である。
秋葉原にあるソフトウェア企業の立地について
垣見（2001）は、「秋葉原の電気街で知られる秋
葉原駅近辺では、ソフト系 IT産業の事業所数
は少なく、むしろ淡路町方面（神田須田町な
ど）、岩本町方面、浅草橋方面（台東区など）に
ひろがって、神田駅周辺部分を含む広域的な集
表 1　秋葉原駅500m圏におけるソフトウェア企業の属性
会社所在地 資本金 設立年次
外神田 40 20％ ～1,000万円 52 27％ ～1969 7 4％
岩本町 41 21％
神田佐久間 29 15％ ～5,000万円 57 29％ 1970～1979 11 6％
神田司町 2 1％
神田松永町 4 2％ ～1億円 26 13％ 1980～1989 36 18％
神田須田町 46 23％
神田淡路町 1 1％ 1億円～ 18 9％ 1990～1999 44 22％
神田鍛冶町 1 1％
神田東松下町 9 5％ 不明 43 22％ 2000～2009 59 30％
神田練塀町 3 2％
神田和泉町 20 10％ 不明 39 20％
合計 196 100％ 合計 196 100％ 合計 196 100％
2010年8月10日 iタウンページにより筆者作成
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積を形成している様子がうかがえる」と述べて
いる。これは、同じ都内の渋谷にあるソフト
ウェア企業の立地が極度の集積、駅への近接性
を重視していること（垣見、2001）と全く違う。
こうした立地は地価との関係からもたらされ
ている。そこで、以下では、秋葉原の地価につ
いて分析してみよう。
地価公示価格をみると、秋葉原の電気街の所
在地として有名な外神田地域の地価が最も高い
（表 2）。立地するソフトウェア企業の数が少な
いのはそのためだと考えられる。ただし、地価
のやや高い外神田三丁目にも18社が立地して
いる。これは秋葉原電気街の魅力やその宣伝効
果等を考えての立地だと考えられる。
とはいえ、半分以上のソフトウェア企業は秋
葉原駅から直径範囲200m以上離れ、より地価
の安価な岩本町、神田須田町、神田和泉町に立
地している。オフィス賃料の安さはソフトウェ
アベンチャー企業にとっては重要な問題であ
り、そのため多くの企業が、秋葉原からやや離
れた場所に立地しているのだといえよう。
ϫ . 中国系ソフトウェア企業
1.　中国系ソフトウェア企業の特徴
表 3は秋葉原にある中国人ソフトウェア企業
の概要を示したものである。10社の中国系ソフ
トウェア企業とも資本金は5,000万円以下であ
図 3　秋葉原駅から500m圏ソフトウェア企業の分布
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り、従業員数がわかっている 5社のうち100人
以下の会社は 5社を占め、全体的に中小規模の
会社であることがうかがえる。企業の性格から
みると、独立系は 8社、外資系は 2社である。
この中には、親会社が中国ソフトウェア産業の
「百強企業」（ソフトウェア産業会社上位100
社）に入った企業 2社がある。また、2000年以
降に設立した会社が最も多い 7社を占めてい
る。これは小林（2005）が「中国人ソフトウェ
ア企業の設立は1990年代後半に増加している」
といったこととは異なっている。近年の中国国
内の急速な経済発展によって成長してきた大手
表 2　秋葉原駅周辺基準地地価及び立地するソフトウェア企業数
　基準地所在地 基準地価格（円／m3） ソフトウェア企業数 面積（m3）
外神田一丁目 4,600,000 3 95,600
外神田三丁目 2,070,000 18 75,300
神田須田町一丁目 3,660,000 21 102,500
神田岩本町 2,610,000 1 16,800
岩本町三丁目 930,000 25 71,600
神田松永町 2,550,000 4 21,100
神田和泉町 827,000 20 84,500
神田佐久間町三丁目 1,160,000 13 37,700
「平成21年版千代田区行政基礎資料集」により筆者作成
表 3　中国系ソフトウェア企業リスト
住所 創業年月日 資本金
取締役
代表
従業
員数 事業内容
1 神田須田町 1994/12/1 5,000万円 T・T 66名
アプリケーション受託開発／ソフトウェアシステ
ム設計・開発・保守／ITシステムコンサルティン
グ／中国に進出企業に対するITサポート／IT技術
者派遣
2 岩本町 1998/2/24 1,000万円 M・J 50名
コンピュータソフトウェア開発業務／コンピュー
タシステム導入に関するコンサルタント業務／コ
ンピュータシステムの運用管理業務
3 神田佐久間町 2001/3/21 4,000万円 M・H 135名 システム開発／Webサイト制作／客先常駐技術者派遣／製品開発プロセス・品質管理　
4 神田和泉町 2002/8/1 2,000万円 ― ―
ソフト開発事業／基盤に係わる情報システムの研
究開発事業／組み込み開発事業／企業コンサル
ティングおよび教育研修事業
5 神田佐久間町 2003/3/1 1,000万円 ― ― 情報処理／DTP／CAD
6 岩本町 2003/10/1 3,000万円 Y・X 57人 ソフトウェア開発／製品販売／コンサルテーション
7 神田和泉町 2005/8/1 1,000万円 Q・J ―
ソフトとハードウェアの開発・販売・企画／シス
テム開発・運用管理を海外の事業者に委託する業
務／Eコンサルティング/Webインテグレーション
事業／Eコマースソリューションと運営事業／イ
ンタネットを利用した各種情報提供サービス
8 神田佐久間町 2008/10/1 2,000万円 M・H 25名
Microsoft製品を使った技術力の展開／Microsoft製
品に特化したシステム開発（受託・オフショア）
／BPO（コールセンター・データセンター）／コ
ンサルティング・教育・セミナー等を中心とした
顧客サービス
9 神田佐久間町 2009/9/25 1,000万円 JL・YW 11名
情報システム導入・運用・保守／インターネット
関連サービス提供／ソフトウェア開発／エンジニ
ア派遣
10 岩本町 ― ― ― ― ―
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企業が日本の市場をビジネスチャンスとみて、
日本へ進出してくるケースが増えていることが
うかがえる。中国人にとっては、日本でも有数
のソフトウェア企業の集積地である秋葉原は特
別な「ブランド力」を持っており、秋葉原に立
地することは仕事の面でも、宣伝の面でも、会
社にとって大きなメリットがあると考えられ、
そのため、これら企業の立地が秋葉原になされ
たと考えられる。
業務内容については、IT人材派遣および中国
に進出する日本企業に対する ITサポート、コ
ンサルティング業務以外、システムの受託開
発・オフショアで全体の 8割を占めている。
また、中国人創業者の履歴から10社の共通
点として以下の 3点が挙げられる。①日本で20
年以上の生活、仕事経験を持っており、日本の
文化を十分理解していると考えられること、②
長い滞在経験から、日本人とうまくコミュニ
ケーションが取れ、また、ある程度の英語力も
持つと考えられること、③人脈を利用し、経営
活動を行っていると考えられることである。こ
れらについては、小林（2005）も次のように述
べている。「中国人企業家の経歴は中国、日本
の両国で経営を行う上での経営を行う上での資
源となる資金や顧客を獲得し、ネットワークを
形成してきた道のりである。オフショア開発の
発注側、受注側となる両方の国で資源を調達
し、事業に投資することができたからこそ、中
国人企業家はオフショア開発という市場で事業
を展開してこられた」。まさに、こうしたこと
がなされているといえよう。
以上のように、中国系ソフトウェア企業に
は、創業年数が短い、規模が小さい、業務はオ
フショアが中心という特徴はある。ただし、創
業者自身は日本での長い滞在経験を有し、企業
にとって不利ともいえる条件（経営年数、規模
など）を克服しているという特徴を同時に持っ
ている。
2 .　中国系企業の立地
図 3には秋葉原駅500m圏内における中国系
ソフトウェア企業の立地状況も示している。中
国系ソフトウェア企業は日本のソフトウェア企
業と同様、秋葉原駅近辺を除く地区にあり、比
較的広域的な分布になっている。また、中国系
企業の住所をみると、日本の企業が集積してい
る地区と同じように、神田和泉町に 2社、神田
佐久間に 4社、岩本町に 3社、神田須田町に 1
社がそれぞれ立地している。これは、手頃な地
価を要因として立地していると考えられる。
同じ中国系企業といっても、それらは集積し
ているわけではなく、相対的に分散している
（図 3）。中国系ソフトウェア企業は同業者間の
距離よりも日本の企業との近接性を重視してい
ると考えられる。中国系企業は同業者間での協
力をしているというよりも同業者間での激しい
競争関係の中にあるのではないかとさえ考えら
れる。
3 .　中国系ソフトウェア企業の現地調査
日本にある中国人ソフトウェア会社について
の研究やデータは少ないため、筆者はシステム
開発のプロセス等について 4社（の 4人の中国
人従業者）に聞き取りを行った。この節では、
ここから得られた情報をもとに中国系ソフト
ウェア企業の業務内容についてみていく。
まずここでは各社の概要をみていく。
1）A社　
岩本町の A社は中国の大手ソフトウェア企
業の100％出資の子会社であり、2003年に日本
市場における開発拠点として設立された。資本
金は3,000万円、従業員は57人である。中国国
内では北京（従業員100人）、大連（同250人）
の 2箇所に日本向けのオフショアセンターを
持っている。現在、日本向け事業はグループ全
体の10％を占める。中国本社の日本法人である
ため、専務取締役兼アドバイザー以外のすべて
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の社員は中国人である。一般社員は中国国内で
採用され、日本語能力試験 3級以上の資格が必
要である。中国の親会社で 1年以上勤務をし
て、社内転勤の形で来日する。
主な業務内容は、ソフトウェアの開発、自社
開発製品の販売、コンサルテーション等だが、
実質的にはいわゆるソフトウェア開発＝オフ
ショア開発が事業の中心である。例えば、
1,000人月規模のプロジェクトの場合、日本側
のオンサイトと中国側のオフショアを組み合わ
せ、中国側のプログラマ（PM）、システムエン
ジニア（SE）が日本に出張し、設計作業に参画
した後、設計ドキュメントを中国に持ち帰りオ
フショア開発作業を実施するという。
2）B社
神田佐久間にある B社は富士信託銀行が運
営する「富士ニュービジネス育成基金」の500
万円の助成金を受け、2001年に創立した。中国
上海の企業（Microsoftの中国関連会社）とは
パートナーシープを組んで業務を行っていた
が、2004年にこの上海の企業と共同出資で子会
社を中国西安に設立している。現在の従業員数
は135人、うち日本に110人（約80％が日本
人）、中国に25人（日本人 1人）がいる。
主な業務内容としては独自の技術を用いて画
像処理システムの受託開発を行う。受託を受け
た場合、客先での要件定義や基本設計は日本人
SEが担当し、プロジェクトの進捗と仕様、進
捗管理は中国人ブリッジシステムエンジニア
（BSE）が担当する。中国人BSEは中国に出張
し、中国側のPMが設計ドキュメントに従った
コーディング、テストなどオフショア作業をす
るという。
3）C社
神田和泉町の C社は2002年に元留学生夫婦
が創立した会社である。日本法人としては東京
本社と福岡事務所を持つ。中国国内には上海と
北京の 2つの拠点がある。日本国内の採用は留
学生を採用するのがほとんどである。
主な事業内容は日本と中国の大学の先端技術
ノウハウと研究開発の実力を生かして日本向け
オフショア開発（65％）と中国国内での受託開
発（20％）を行う。また、業界内の多数の会社
と技術者相互派遣の協力関係を結んで人材派遣
をする。プロジェクトごとに日本語堪能な中国
人BSEを中心に顧客案件を聞き、日本国内で
分析、設計、スケジューリングを行い、そのド
キュメントを持って中国出張し、中国でシステ
ム開発、テストを行うという。
4）D社
須田町にある D社は、1994年に創業し、中
国の上海、北京に出資会社を持つ。56人の従業
員のうち、日本人のコンサルタントが会社の
マーケティングにおける中心となっている。
事業内容はアプリケーション受託開発、ソフ
トウェアシステム設計・開発・保守、ITシステ
ムコンサルティング、中国に進出企業に対する
ITサポート、IT技術者派遣などだが、中心はソ
フトウェアシステム開発である。主に日本で分
析・設計・管理を行い、中国人SEを出張さ
せ、開発作業は中国で行う。また、中国国内の
ネットワークを利用し、大規模な開発も可能と
いう。
5）小括
このように、ほとんどの中国系ソフトウェア
企業はシステム開発を行い、その際、日本から
の仕様書、ドキュメントに従って、システム開
発とテストを行うオフショア開発を行ってい
る。中国での受託先の多くは、中国国内では外
資企業として認められるから、中国政府からの
優遇政策を受けており、その点でも優位であ
る。中国国内のネットワークをうまく利用し発
展している。日本にある事業所の主な業務内容
は日本の市場開拓とプロジェクトの分析、設計
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である。日本の市場と中国の開発現場をつな
ぐ、両国間の意思疎通の調整役を担う、「橋」のよ
うな役割をこれら企業は果たしている（図 4）。
また、中国系企業間の業務提携は見られず、こ
れが各企業の立地の分散性につながっていると
考えられる。
中国系企業といえば中国人従業員が少なくと
も80％程度はいるのではないかと考えられる
が、今回の調査では中国人が20％、日本人が
80％といった企業も目立つ。そのため、社内は
日本語が公用語として使われ、中国人同士の対
話も日本語か、二人にしか聞こえない程度の話
をする時だけ中国語が使われるに過ぎないとい
う。中国系といっても日本企業に近い企業が立
地していることが明らかになったといえよう。
4 .　オフショア先としての中国
激しい市場競争の中、日本のソフトウェア企
業は自身の付加価値を高めるため、上流工程、
すなわち、システムの企画、基本設計などハイ
レベルの分野を目指す。当然、簡単なシステム
開発、テスト部分はオフショアで、外部委託す
ることになる。
何（2005）によれば、オフショアは次のよう
な目的からなされている（図 5）。コストの削
減が48％、人材資源の利用が23％であり、日本
企業がオフショア開発を行う目的の71％をこ
の2つの理由が占めている。コスト面、人材面
を考えて日本企業は付加価値の低い業務を海外
へ委託するという方式が採択されていることが
明らかである。
周知のように、日本の人件費、特に IT技術者
の人件費は世界中でトップクラスである。人件
費は、他の生産コストがきわめて小さいソフト
ウェア企業にとって競争力を左右する要因であ
る。優勝劣敗の競争中、経営者たちは人件費を
削減する方法を探した。当初は日本国内の賃金
格差を利用したものの、日本の地方都市は大都
市よりも20～30％安い程度であった（加藤、
1993）。一方、2001年にWTOに加盟し、ソフト
ウェア開発の品質も良くなった中国の IT技術
者の平均人件費は、日本と比べて 3分の 1以下
である。これに対して、韓国は日本の 3分の 2
程度、インドが 2分の 1程度であるという（聞
き取りによる）。コストの削減からみれば、中
国の優位性は明らかである。
こうした条件が、日本にある中国系ソフト
ウェア企業の存在の必要性となり、実際にこれ
ら企業の増加をうながしてきたのである。図 6
はある企業開発を外部委託したときにかかるコ
ストの概算を示したものである。中国企業は日
本国内でのオンサイト開発であっても人件費が
低い中国人を使うことから、コストは日本国内
同業者に委託するよりも12％削減できる。とは
いえ、日本国内の事業所賃料などの諸雑費が高
いため、コストはそれほど減らすことはできな
い。一方、日本国内でシステム分析・設計を行
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図 5　日本企業オフショア開発の目的
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い、中国でオフショアのシステム開発・テスト
を行えばコストは35％削減することができる。
さらに、日本の需要が回復する中、総務省の
試算によると、企業における ICT（情報通信技
術）人材は全体で50万人不足しており、特に高
度 ICT人材の不足は35万人に上るといわれて
いる（http://www.kcg.ac.jp/acm.html）。人材を確
保するという点で漢字の共通性をベースとし
て、日本語のできる人材が70万人に達してい
るといわれる中国は注目されている。
中国と日本のソフトウェア従業員数を比べて
みても、中国は日本の 2倍を超え、150万人に
達している（表 4）。また、2005年を例として
みると、情報工学系の卒業者が中国では33万
人、日本では2.2万人であり、ここには人口比
でも説明できない差がある。背景には中国政府
の積極的な IT人材育成があり、IT産業振興政
策により人材育成を推し進めている事情があ
る。このように、中国には豊富な IT人材が存在
している。
以上のように、コストの削減、人材の確保な
どから中国を対象にしてオフショアをするのが
有利であることは明らかである。また、インド
などオフショア先進国と比べると、中国は地理
的に近い、文化的な関係が深いなどの点から
も、中国が日本企業のオフショア開発に最適な
場所となっている。
とはいえ、こうしたオフショア開発は当初か
らスムーズになされたわけではない。1980年代
後半から始まった日本企業のオフショア開発で
あるが、当初は多くのプロジェクトが失敗し、
オフショア開発は難しいとのイメージさえ広
がった。2003年10月24日の日経コンピュータ
のサイトに次のような記事がある。日本の大手
ソフトウェエア会社NECソフトが中国でのオ
フショア開発に失敗し、日本で最初から作り直
すことになったため、総額20億円程度の損失
を発生させたというものである。これはNEC
の例にみるように、多くの日本企業が日本と同
じやり方でソフトウェア開発を進めようとした
ためであった。不十分な設計書や仕様書で開発
を委託し、発注先の中国企業が不十分な仕様書
を解釈することなく、開発を進めたために起き
たことだという（小林、2005）。
そこで、日本のユーザーや発注元企業とオフ
ショア開発側の技術者との間で、意志疎通を円
滑にする調整役が重要になった。この役割を果
表 4　日本・中国のソフトウェア産業の基礎数値の比較
中国 日本
ソフトウェア輸出の割合 約13％ 約2％
ソフトウェア企業数 約16,000社 約12,000社
ソフトウェア技術者 約150万人 約60万人
プログラマー賃金（5年経験） 108万円／年 400万円／年
英語能力（TOEFL120点満点） 76点 66点
情報工学系卒業者（2005年） 33万人 2.2万人
『情報サービス産業白書2010』により筆者作成
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図 6　 日本国内同業者に約7割の開発量を委託した
ときのコストの概算割合
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たすためには、日本的なソフトウェア開発手法
や特徴を理解し、かつオフショア開発現場の技
術者の技術水準、考え方の特徴、さらに労働観
なども理解している人材が必要であった（小
林、2005）。これこそが中国系企業なのであっ
た。
また、日本でのソフトウェア開発では、開発
された成果に対し、必ずといえるほど仕様変
更、機能追加などの要求が出てくる。日本に会
社があれば、発注企業と速やかに対応できるメ
リットもある。中国企業はそのため日本に立地
するわけである。
5 .　 中国系ソフトウェア企業が秋葉原に立地
する理由
では、こうした中国系ソフトウェア企業はな
ぜ秋葉原に集積しているのだろうか。
秋葉原にあるソフトウェア企業（中国企業に
限らない）の立地要因として垣見（2001）は、
①交通の便利性、②オフィス賃料の妥当性、③
人員確保の容易性、④営業先企業への利便性を
指摘している。この 4点は秋葉原にある中国系
企業の立地にもある程度共通するものである。
ただし、この 4つの立地の要因に加え、中国系
ソフトウェア企業に独特の立地理由もあると考
えられる。それは秋葉原地域の「ブランド力」
と、「顧客企業との近接性」である。なお、この
「顧客企業との近接性」は垣見（2001）の指摘す
る「④営業先企業への利便性」という話と似て
いるが、垣見（2001）は日本企業が顧客企業先
へ行くために利用する鉄道の最寄り駅への近
さ、アプローチのよさを重視している。これは
本稿で特筆する「顧客企業との近接性」とは少
し違うので、別の要因として分析する。
以下、筆者を考えた二つの要因について、そ
れぞれ詳しく分析してみよう。
1）秋葉原の「ブランド力」
秋葉原と聞いて、連想する内容は人によって
異なり、「パソコンの街」、「オタクの街」とも呼
ばれるが、いずれにしろ世界中からこの地を目
指して集まる人たちが大勢いる。「AKIHABA-
RA」、「秋叶原」の名は「東京」、「Tokyo」、「᷄
京」と同じように知られている。
まして中国人にとっては寺社仏閣、歌舞伎の
ように中国からの影響を受けて作られた日本の
伝統文化よりも、近年、急速に発展した日本を
代表する電子機器とアニメの方が魅力的であ
る。実際に、2009年の都市・観光地別中国人訪
問率は、1位秋葉原（42.4％）である（http://aki-
ba.keizai.biz/headline/2053/）。つまり、中国人に
とって、秋葉原は日本を代表する地であり、そ
の点でブランド力を持っている地名である。
中国で日本の電気製品や電子機器を思い出し
たら、必ず秋葉原の名が付いてくる。このよう
なところに立地すれば、日本国内はもちろん、
中国および世界の取引先会社に宣伝費をかけ
ず、その存在をアピールするメリットがある。
また、秋葉原のブランド力があるから IT人材
も集まってきて、これが中国系企業には魅力で
ある。
2）顧客企業との近接性
前述したように、秋葉原地域は日本最大のソ
フト系 IT産業の集積地である。企業は付加価
値を追求するため、製造業と同様で、日本のソ
フトウェア企業は、上流工程、すなわち、シス
テム企画、基本設計などハイレベルの分野を目
指す。簡単なシステム開発、品質管理、テスト
など部分は、オフショアで外部に委託する
（何、2005）。その際には、同じ秋葉原にある、
近くて安心感があるかつコミュニケーションの
取ることができる中国系企業が最初に選ばれる
ことになる。中国会社はこれを狙って、より多
く委託が得られる秋葉原に立地を選んだと考え
る。日本に会社法人があることは、契約からプ
ロジェクト推進、アフターサービスまですべて
を日本会社が責任を持って対応するであろうこ
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とが期待できるので、中国系の大手企業も多く
の場合、日本法人を設立する。これらが中国系
ソフトウェア企業の秋葉原の立地と集積につな
がっている。
以上の分析から、秋葉原にある中国系ソフト
ウェア企業の立地は、①秋葉原の「ブランド
性」、②顧客企業との近接性、③交通の便利
性、④オフィス賃料の妥当性、⑤人員確保の容
易性、⑥営業先企業への利便性を重視した結果
であると考えられる。
Ϭ . むすび
本稿は秋葉原におけるソフトウェア企業の立
地、とくに中国系ソフトウェア企業の立地の特
徴とその要因をとおして、日本と中国の間で中
国系ソフトウェア企業を果たした役割について
考察したものである。その結果は以下のとおり
である。
1．秋葉原地域では、地理的交通の利便性か
ら、日本で最もソフトウェア企業の多い地域で
ある。秋葉原にあるソフトウェア企業の立地の
特徴は秋葉原駅近辺の地価が高い地域を避けて
比較的広域的な集積をしている。これは、渋谷
駅周辺の同業者は駅への近接性と全く違う。
2．秋葉原にある中国系ソフトウェア企業の立
地も秋葉原駅近辺を避けて比較的広域的な集積
をしているが、企業の間では相対的分散してい
る。また、これらの企業は創業年数が短い、規
模が小さい、創業者は日本での長い滞在経験が
あるという共通の特徴がある。
3．秋葉原にあるすべての中国系ソフトウェア
企業はオフショア関連のある事業を行ってい
る。大量な人材がいる中国は、オフショア先と
して最適であるからである。しかし、オフショ
ア開発が順調になされるためには、日本と中国
の文化、ビジネス習慣を十分理解し、両国間の
意思疎通の調整役を担う、日本にある中国系ソ
フトウェア会社が必要である。こうした中国系
ソフトウェア企業は交通の利便性、オフィス賃
料の妥当性、人員確保の容易性、営業先企業へ
の利便性など日本のソフトウェア企業も重視す
る立地要因の他に、地域の「ブランド性」と顧
客企業との近接性を重視して秋葉原に立地して
いる。
以上のことが明らかになった。
日本の大手 IT企業の海外事業は欧米向けが
大半である。しかし、高い経済成長率を持つ中
国では、IT開発への需要も増加している。アメ
リカの調査会社の IDCによると、中国の IT市場
（機械を除く）は2014年に2009年比で約 9割増
の206億ドル（約 1兆7100億円）に増えるとい
う（日本経済新聞，2010年11月17日）。日本の
IT企業にとって、これまで中国での活動はオフ
ショアが中心であるが、今後、重要な市場にな
るとみられる。これにより、中国市場に詳し
い、日本にある中国系ソフトウェア企業には、
更なる役割が期待されているといえよう。
今回、秋葉原にある中国系ソフトウェア企業
だけをみてきたが、iタウンページを検出され
た中国系ソフトウェア企業の数も少なく（10
社）、データとして十分であるとは言い難い。
また、間接的な聞き取りに頼らざるをえなかっ
た。聞き取り調査の方法と内容にも改善の余地
がある。これらから、中国系ソフトウェア企業
の実態に十分言及することができたとまではい
えない。今後は引き続き日本における中国系ソ
フトウェア企業の立地を研究し、さらに、中国
における日本人ソフトウェア企業の立地と比較
し、外国にあるソフトウェア企業の事態を明ら
かにすることが必要であると考える。
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